温泉を活用した保健事業のあり方に関する研究

研究結果の要旨
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国民健康保険中央会

［はじめに］

国民健康保険中央会は保健事業や健康増進方策のあり方について研究してきた。高齢化の進展とともに悪化しつつある医療保険財政の安定化のために医療費（とりわけ老人医療費）を抑制する必要性があるという観点からも、また個人にとっても健康で元気な老後を迎えることは望ましいとの観点からも、保健事業の推進はきわめて重要な課題と考えているからである。

国民健康保険中央会は平成８年度には平均寿命がトップレベルにあり、それでいて１人当たりの老人医療費が最も低い長野県の状況を調査した「市町村における医療費の背景要因に関する研究会」を設置した。

また平成９年度の「活動的余命を高める方策に関する研究会」では全国の８０歳以上の元気高齢者の生活状況や意識等に関する実態調査を行った。

今回は保健事業を進める場としての温泉に着目した。温泉に恵まれたわが国では古くから日本人は温泉を愛し、湯治に代表されるように個人レベルでも健康維持に活用されてきた。しかし行政レベルで、また地域レベルで温泉を保健事業に活用している例は少ないようだ。多くの地域に温泉があるわが国で、行政も含めて温泉をもっと積極的に活用することができれば、保健事業としての役割を果たすことはもちろん、地域の活性化、まちづくりも達成できる可能性がある。そこで、現在温泉が健康づくりという視点でどのように活用されているのか、また温泉を効果的な健康づくりにどのように活用していけばいいのか、といった点について調査、研究を進めてきた。

「温泉を活用した保健事業のあり方に関する研究会」（水野肇委員長）を平成１１年１１月に発足させた。研究会の委員は温泉医療や地域医療の専門家、市町村長など１４人で構成、全市町村を対象としたアンケート、先進的な取り組みをしている１５市町村に対するヒアリング、さらに利用者に対するアンケートなどを実施し、議論・検討を重ねた。

［調査結果の概要］

1 温泉を持つ市町村は全国3,232市町村のうち2,184（平成１０年度）。温泉のある市町村のうち何らかの形で保健事業に活用しているのはその４分の１であった。

2 取り組みの事例

・温泉を活用して水中運動療法やリハビリテーションを実施するなど、健康づくりに重点を置いた保健事業（大分県・湯布院町、群馬県・六合村、新潟県・相川町、新潟県・新穂村、他多数）【→p22〜23、p86〜94、p97〜99】

・温泉プールを使った水中運動に遊びの要素をとり入れるなど、楽しさを実感できるサービスの提供（長野県・北御牧村）【→p24】

・継続的な参加を促進するために、参加者の習熟に合わせてステップアップしていくメニュー、プログラムの提供（長野県・丸子町）【→p25】

・自宅に閉じこもりがちな高齢者等の外出・交流の促進を図るなど、生きがいづくりに重点を置いた保健事業（福島県・喜多方市）【→p22】

・介護保険制度下で「自立・要支援」と判定された高齢者に温泉を活用した滞在型のサービスを提供するなど、福祉サービスとの連携（長野県・茅野市、香川県・財田町）【→p21】

・住民が温泉を利用するきっかけを増やすための、温泉入浴等の体験コースの設定（大分県・湯布院町）【→p21】

・ウォーキング大会やゲートボール大会などのスポーツイベントと連携した取り組み（山形県・村山市）【→p19、p95〜96】

・ある程度の時間休憩したり滞在したりするための、団らんのためのスペースの確保（香川県・財田町）【→p17】

・老人クラブや婦人会など様々な地域団体と連携した取り組み（鹿児島県・頴娃町、山形県・村山市）【→p16】

・住民と温泉を結ぶ交通の便（「足」）の確保（宮崎県・山田町、他多数）【→p16、p101〜117】

・温泉施設を中心に福祉施設や遊歩道、「道の駅」を整備したりするなど、周辺環境を含めた温泉地の整備（まちづくりとの連携も含めて）（山形県・最上町、北海道・当麻町、山形県・村山市、福岡県・八女市、他多数）【→p13〜15】

３.具体的な効果の事例

· 老人医療費の伸びが低くなった（香川県財田町）。【→Ｐ86】
· 病院のサロン化防止に役立っている（新潟県新穂村）。【→Ｐ23】

· リハビリや機能回復において効果を挙げている（群馬県六合村）。【→Ｐ23】

· 生活習慣病対策として水中運動を取り入れた健康作りが効果を挙げている（大分県湯布院町）【Ｐ22】

· 地元の高齢者が温泉施設併設の販売所において自家製の農産物、郷土料理の販売や作り方の講師をしている事例があり、生きがいにつながっているとの報告もあった（福岡県八女市）【→Ｐ26】

· 温泉施設に併設された販売所や「道の駅」等を販売あるいは地元情報発信の重要な拠点として活用し、まちづくりの場としている事例もある（福島県・喜多方市、他多数）【→Ｐ13〜15】

４.以上の事例などから次のような指摘ができよう。
（1） 温泉を活用した保健事業は、上記のような成果を挙げている事例がみられるとともに、取り組む市町村も近年着実に増加しており【→Ｐ51】、今後の注目開拓分野である。

（2） 温泉を活用した保健事業のすそ野を拡げていくうえでは、温泉施設のみならず、周辺施設の整備や周辺の資源活用を図っていくことが有効であり、村山市のように福祉・医療施設と一体化した健康の拠点、あるいは当麻町のように観光資源とのタイアップを図るなど事業とまちづくりと一体となった計画・展開が重要である。こうした流れの中で民間活力の導入も積極的に図っていくことが考えられる。
（3） 利用者の意識面に着目すると、温泉の来訪目的を健康づくりとする地元高齢者は非常に多く【→Ｐ129】、健康関連のイベント等へも比較的自然な形で参加して成果をあげる可能性が高いと考えられる。実際山田町など温泉施設来訪者を対象に継時的な血圧測定等を実施している市町村もある。
（4） 温泉は、健康維持のための外出促進、リラクセーション促進、コミュニケーション促進などの効果をもたらす可能性が示唆される【→Ｐ55、130〜131】とともに、六合村の事例のように、要介護者や障害者のリハビリや機能回復といった効果も指摘されている。その意味では、温泉までの交通手段の確保や温泉施設内の段差解消等のバリヤーフリー化、トレーナー・保健婦・ＰＴ・ＯＴ等の人材の適宜配置を進めて、温泉に皆が集まれるようにすることが望ましい。
（5） 温泉を活用した保健事業を行っている市町村の方が、温泉のない市町村と比べて老人医療費の伸びが低い【→Ｐ140〜141】とともに、個別事例でも財田町のように温泉を活用した保健事業を始めてから老人医療費が下がったという例が見られた【→Ｐ86】。因果経路については今後さらに究明する必要があるが、今後とも医療保険財政の安定化といった観点から温泉を活用した保健事業とその効果を追究していくべきである。

（6） 上記の（４）に示したような健康維持効果に着目すると、要介護認定において自立と判定された高齢者の介護予防という観点からも、積極的な活用の余地がある。具体的には茅野市の計画にあるように、要介護認定において自立あるいは要支援と判定された高齢者を対象にミニデイサービスを行うなどの方策が考えられる。
（7） 温泉を活用した保健事業が成果をあげるうえでは、参加の拡がりやマンネリ化防止による継続性の確保が重要であることがヒヤリング調査から明らかとなっている。そのためには老人クラブなどの地域団体との連携や無料体験コース等による機会拡大、さらにプログラム的にも水中運動に遊びの要素を取り入れたり、生涯学習と組み合わせてステップアップする内容を計画するなど、成果をあげるための仕掛けや方策を工夫することが望ましい。

（8） 温泉を活用した保健事業として、各地の市町村においてユニークかつ貴重な取り組みが展開されていることが、今回調査で収集した事例より明らかとなったが、それらを全国的に普及・浸透させるうえでは、それらの取り組みに関する情報集積ならびに参照の仕組み（たとえばデータベース化やインターネット、ニューズレター等による配信など）を作るべきである。

５.今後の研究が必要な課題

（1） 温泉を活用した保健事業が医療費に及ぼす影響については、マクロな統計ベースで若干の相関がみられるとともに、個別に医療費が下がった事例もみられたものの、その因果ならびに要因経路はきわめて複雑である。とりわけ、近隣市町村の温泉も含めた住民の温泉利用の実態に即した究明が必要であることが今回調査から確認されており、こうした観点も含めた多角的な検討が必要である。

（2） 温泉の医学的な効果については、既に実証的研究も進められており、神経痛や冷え性、免疫機能の向上を示す結果もあるが、有効性を訴えるうえで必ずしも充分なデータが蓄積されているわけではない。今後とも実証的な研究を重ねていく必要がある。

（3） 医療保険財政、介護保険財政に関しては、温泉の活用が健康な高齢者の健康維持を促進することによる活動的余命の増進効果や、要介護状態まではいかないまでもそのリスクの高い層に関する介護予防効果についても、こうした観点からのモデル的な取り組み実施に合わせて検証していくことが、重要である。
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